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1.  平成23年2月期の連結業績（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 171,314 △4.6 5,116 ― 5,509 ― 382 ―
22年2月期 179,602 3.1 △895 ― △476 ― △8,941 ―

（注）包括利益 23年2月期 ―百万円 （―％） 22年2月期 ―百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年2月期 622.00 ― 0.8 5.4 3.0
22年2月期 △14,162.00 ― △14.3 △0.4 △0.5

（参考） 持分法投資損益 23年2月期  13百万円 22年2月期  40百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 97,088 46,169 43.6 84,981.00
22年2月期 105,202 61,197 54.7 91,117.00

（参考） 自己資本   23年2月期  42,363百万円 22年2月期  57,527百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年2月期 13,798 △4,585 △7,327 15,384
22年2月期 92 △9,127 2,383 13,527

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年2月期 ― 1,000.00 ― 1,000.00 2,000.00 1,262 ― 2.0
23年2月期 ― 1,000.00 ― 1,000.00 2,000.00 1,129 321.5 2.3
24年2月期(予想) ― 1,000.00 ― 1,000.00 2,000.00 99.7

3.  平成24年2月期の連結業績予想（平成23年3月1日～平成24年2月29日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 82,000 △4.0 1,400 55.9 1,600 36.4 △100 ― △201.00
通期 168,000 △1.9 5,200 1.6 5,600 1.6 1,000 161.2 2,006.00

1



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 無
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年2月期 662,405 株 22年2月期 662,405 株
② 期末自己株式数 23年2月期 163,904 株 22年2月期 31,046 株

③ 期中平均株式数 23年2月期 616,071 株 22年2月期 631,359 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年2月期の個別業績（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 1,336 △52.1 △628 ― △575 ― △4,793 ―
22年2月期 2,791 △28.1 755 △63.5 815 △63.7 △3,352 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年2月期 △7,780.00 ―
22年2月期 △5,311.00 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 56,478 39,085 69.2 78,406.00
22年2月期 66,680 59,211 88.8 93,784.00

（参考） 自己資本 23年2月期  39,085百万円 22年2月期  59,211百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査の手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表
監査手続きは終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．上記業績予想は、当社が現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、実際の業績は、様々な要因によって上記予想と大きく異なる可能性があ
ります。 
２．個別業績予想の情報の開示については、連結数値に及ぼす影響が軽微であり、重要性がないため省略しております。 
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当連結会計年度における外食業界を取り巻く環境は、節約志向や購買意欲の停滞等から消費者の外食

を控える傾向は依然として強く、経営環境は引き続き厳しい状況が続いております。 

このような環境の中、当社グループは、当期「今後、外部環境がさらに悪化し、売上高が減少したと

しても今期末までに連結営業利益率５％を達成できる収益構造をつくり上げる」という経営課題

「CONQUEST-5」を掲げ、グループ全社で実行いたしました。課題実現に向け、グループ横断的な取組み

であるグループ商品物流プロジェクトによる商品調達コスト低減や物流のグループ統合化に向けた物流

改革の実施、また、グループ内の間接業務の効率化を図る施策の一つとして東京都北区への本社移転等

を実施いたしました。これらの結果、第４四半期には目標であった連結営業利益率５％を達成すること

ができました。その一方で、主要各社では「原点回帰」を図り、店舗サービスレベルの向上、既存商品

のブラッシュアップと新商品開発を実践し、お客様から支持される業態づくりに努めてまいりました。

以上の結果、当連結会計年度においては、連結売上高1,713億14百万円と減収となりましたが、主要

各社の仕入コスト低減策や収益力改善施策により連結営業利益51億16百万円、連結経常利益55億９百万

円と増益となりました。一方、グループ各社における収益構造改革に伴う固定資産除却損・減損損失等

の特別損失計上の結果、法人税等控除後の当期純利益は３億82百万円となりました。 

売上高    1,713億14百万円 （前期 売上高   1,796億２百万円） 

営業利益      51億16百万円 （前期 営業損失    ８億95百万円） 

経常利益     55億９百万円 （前期 経常損失    ４億76百万円） 

当期純利益     ３億82百万円 （前期 当期純損失  89億41百万円） 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。 

  国内の「吉野家」におきましては、新たに41店舗を出店する一方、不振店等を72店舗閉鎖し、店

舗数は1,154店舗となりました。新たな出店に関しましては、投資額を抑えた低投資モデル店舗の出

店や、損益分岐点を引き下げた店舗フォーマットづくりに着手いたしました。また、新規顧客の獲得

と来店頻度の向上を目的として、４月、７月、１月にディスカウントセールを実施いたしました。さ

らに既存店の活性化に向けて、入客数・売上増に繫がる戦略商品の開発に取組み、９月には戦略商品

「牛鍋丼」を発売、11月には「牛キムチクッパ」を発売いたしました。戦略商品は多くのお客様にご

支持いただき、「牛鍋丼」は発売から25日間で1,000万食を販売するなど、記録的なセールスとなり

ました。戦略商品は目標とした導入前対比で入客数20％増、売上高10％増を達成いたしましたが、店

舗数の減少と上期の売上低迷等が影響し減収となりました。一方、利益面では「CONQUEST-5」の活動

を通して、原価の低減、本部コストの最適化、店舗生産性の向上等に取組み、収益構造が改善された

結果、増益となりました。 

海外の「吉野家」におきましては、㈱吉野家インターナショナルは、中国でのブランド認知向上を

図るため、「上海国際博覧会」において、子会社である上海吉野家快餐有限公司が「上海世界博店」

を出店し、閉幕までの１日平均入客数は2,758名と、多くのお客様にご来店いただき好評を得まし

た。また、６月には中央ジャカルタの商業施設「Grand Indonesia」内にインドネシア１号店、引き

続き２号店を７月に出店いたしました。店舗展開につきましては、54店舗を出店し、不振店等14店舗

を閉鎖しました。その結果、海外の「吉野家」の総店舗数は439店舗となりました。 

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

①当期の概要

《牛丼関連事業》

㈱吉野家ホールディングス (9861)　平成23年2月期決算短信

3



以上、国内外をあわせた「吉野家」の当期末における総店舗数は1,593店舗となりました。 

牛丼関連事業売上高    1,003億10百万円（前期 売上高  1,021億50百万円） 

牛丼関連事業営業利益    53億76百万円（前期 営業利益   24億40百万円） 

㈱京樽におきましては、「事業構造の改革による利益体質への転換」に向け、まずエリア・マネジ

ャー教育の充実、営業支援チームによる店舗指導強化等を実施し、店舗運営力の向上を図りました。

会社設立60周年に合わせ、７月から12月まで31年ぶりのテレビCMを放映する等積極的な販促活動によ

り客数は概ね回復したものの、価格改定による客単価の引き下げ等が影響し、減収となりました。ま

た、売上高に応じた労働時間の管理、商材単価の低減、業務の集約や見直し等を行い、コスト削減に

取組んだ結果、黒字に転じております。店舗展開につきましては、９店舗を出店し、不振店を15店舗

閉鎖した結果、総店舗数は360店舗となりました。 

寿司関連事業売上高       251億12百万円（前期 売上高  263億18百万円） 

寿司関連事業営業利益       1億23百万円（前期 営業損失 ４億35百万円） 

㈱どんにおきましては、当期の経営方針を「元気のある会社創り」として、お客様の期待以上のサ

ービスの提供と外部環境に左右されない強いどんの創造を目指しました。具体的な取組みとしては、

従業員の教育研修の強化と実践、店舗のクレンリネスの徹底と店舗の改装、本社のスリム化と物流セ

ンターのグループ統合化に向けた物流改革の実施、お客様のニーズに合わせたメニュー開発等に取組

みました。その結果、売上高については店舗数の減少等により減収となったものの、本社のスリム化

や生産部門の効率化が進み、黒字に転じました。店舗展開につきましては、「ステーキのどん」を中

心に不振店を25店舗閉鎖した結果、総店舗数は170店舗となりました。 

ステーキ関連事業売上高   220億82百万円（前期 売上高 249億23百万円） 

ステーキ関連事業営業利益   ６億86百万円（前期 営業損失 16億32百万円） 

㈱はなまるにおきましては、積極的な出店等により増収を果たしましたが、原価率の改善が進ま

ず、減益となりました。一方、日本の食文化である「うどん」を世界に広めるため、「上海国際博覧

会」に海外初出店となる「花丸烏冬世博店」を出店し、閉幕までの１日平均入客数は1,112名と中国

でのブランド認知がない中で、多くのお客様にご来店いただきました。店舗展開につきましては、32

店舗を出店し、不振店を８店舗閉鎖した結果、店舗数は293店舗となりました。また、㈱千吉を加え

たうどん関連事業の総店舗数は308店舗となりました。 

うどん関連事業売上高    153億91百万円（前期 売上高  145億65百万円） 

うどん関連事業営業利益     ７億98百万円（前期 営業利益 ８億73百万円） 

  

次期におけるわが国の経済は、景気持ち直しの動きがみられたものの、国内需要の回復力は依然と

して弱く、東日本大震災に続く株価の低迷等による影響が懸念されるなど、先行き不透明感の拭えな

い状況にあります。外食業界におきましては、個人消費の伸び悩みに伴う来店客数の減少と客単価の

低下傾向が続くなか、当業界を取り巻く環境は引き続き厳しいものとなっております。 

次期につきましては、商品・サービスのクオリティアップを図ることでお客様満足度の向上に努め

てまいります。一方、前期に引き続きグループ内の購買・物流の一元化に向け統廃合を図るととも

《寿司関連事業》

《ステーキ関連事業》

《うどん関連事業》

②次期の見通し
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に、グループ間接業務の統合化を進めることで更なるコストの低減と利益追求できる体制づくりに

注力してまいります。以上のような取組みを行うことで、次期連結業績につきましては、連結売上高

1,680億円、連結営業利益52億円、連結経常利益56億円を見込んでおります。また、連結当期純利益

につきましては、資産除去債務会計基準の適用に伴う特別損失の計上などにより10億円を予定してお

ります。 

上記見通しは、当社グループが現時点までに入手可能な情報から判断して、合理的であるとした一定

の条件に基づいたものです。実際の業績は、様々な要素により異なる結果となる可能性があることを

ご承知おきください。 

  

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、換算差額を加え、期末残高は153億84百万円（前

連結会計年度は135億27百万円）となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、137億98百万円の収入（前連結会計年度は92百万円の収

入）となりました。これは主に税金等調整前当期純利益31億87百万円、減価償却費60億66百万円、た

な卸資産の減少額43億17百万円によるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、45億85百万円の支出（前連結会計年度は91億27百万円の支

出）となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出50億37百万円、差入保証金の差入れに

よる支出８億71百万円、差入保証金の回収による収入15億27百万円によるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、73億27百万円の支出（前連結会計年度は23億83百万円の収

入）となりました。これは主に自己株式の取得による支出140億83百万円、長期借入金の返済による

支出35億40百万円、短期借入金の純増減額90億56百万円によるものであります。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
  

当社の配当方針につきましては、企業価値を高め、株主の皆様に対し、安定的かつ継続的な利益還

元を行うことを基本としながら、経営環境や資金需要の状況、連結業績の動向ならびにグループの成

長に向けた積極的な事業展開に必要な内部留保の充実等を総合的に勘案して、決定することを基本方

針としております。 

なお、当期の期末配当金に関しましては、１株あたり1,000円を予定しており、中間期での配当と併

せて年間2,000円の配当を予定しております。また、次期の配当につきましては、１株あたり年間

(2) 財政状態に関する分析

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

平成19年２月期 平成20年２月期 平成21年２月期 平成22年２月期 平成23年２月期

自己資本比率 70.１％ 69.0％ 60.3％ 54.7％ 43.6%

時価ベースの自己資本比率 125.1％ 109.5％ 61.6％ 59.4％ 55.3%

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

0.8年 0.4年 1.9年 212.2年 2.3年

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

74.0倍 96.9倍 38.8倍 0.3倍 32.5倍

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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2,000円（中間期1,000円、期末1,000円）の配当を予定しております。 

  

 最近の有価証券報告書（平成21年５月29日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社

の状況」から重要な変更がないため開示を省略します。 

 当社グループは、国や地域を超えた世界中の人々のために企業活動を行い、すべては人々のために

「For the People」を経営理念としております。理念を具現化するための事業活動指針である６つの価

値観「うまい、やすい、はやい」「客数増加」「オリジナリティ」「健全性」「人材重視」「挑戦と革

新」を共有・実践していくことで、株主、お客様及び従業員などステークホルダーの満足度向上や信頼

構築に努めることを基軸とした経営展開を図っております。 

  

これまでの外食産業モデルと、今後30年の外食産業を取り巻く環境やお客様のニーズは異なることが

予測され、我々のビジネスモデルも新しくする必要があります。それには、あらゆる視点でビジネスの

再構築を図るため、中期的に以下の３点を主たる重点施策としております。 

①プレゼンスの向上とクオリティアップ 

 お客様が当社グループに対して期待する商品価値やサービス水準等、すべての品質において、高い競

争優位性を保ち続ける存在になるべく店舗運営力ならびに商品力の一層の強化を図ってまいります。 

②グループ体質の更なる強化 

 当社が中心となり、更なるシナジーを発揮するため、事業会社各社の製造・購買及び物流までの一元

化を目指し、また、間接業務の集約化や店舗開発業務の共有等、グループ機能の最適化を図ることで、

グループ全体の収益性向上に取組んでまいります。 

③グローバル成長戦略 

 牛丼事業に加え、グループ全体で、海外事業展開を急拡大してまいります。特にGDPの成長が著しい

中国をはじめとするアジア諸国に今後は一層注力し、アジアを代表する外食企業として、圧倒的なプレ

ゼンスを確立してまいります。 

当社グループは、これらの諸施策を着実に実行することで、企業価値ひいては株主共同の利益の確

保・向上に努めてまいります。 

該当事項はありません。 

2. 企業集団の状況

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標、（３）中長期的な会社の経営戦略ならびに（４）会社の対処すべき課題

（５）その他、会社の経営上重要な事項
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4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年２月28日)

当連結会計年度
(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※3 14,087 ※3 15,576

受取手形及び売掛金 3,963 3,679

商品及び製品 1,659 1,814

仕掛品 75 41

原材料及び貯蔵品 6,767 2,245

繰延税金資産 1,203 1,196

その他 2,266 1,812

貸倒引当金 △19 △7

流動資産合計 30,003 26,358

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※3 59,302 ※3 56,905

減価償却累計額 △33,538 △32,079

建物及び構築物（純額） 25,764 24,826

機械装置及び運搬具 4,584 3,887

減価償却累計額 △3,671 △3,198

機械装置及び運搬具（純額） 912 688

工具、器具及び備品 12,410 11,794

減価償却累計額 △9,715 △9,791

工具、器具及び備品（純額） 2,694 2,003

土地 ※3 8,068 ※3 9,063

リース資産 2,364 3,946

減価償却累計額 △225 △930

リース資産（純額） 2,139 3,015

建設仮勘定 186 402

有形固定資産合計 39,766 39,999

無形固定資産

のれん 636 267

その他 3,474 3,081

無形固定資産合計 4,111 3,349

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※3 911 ※1, ※3 913

長期貸付金 726 640

長期前払費用 5,417 4,511

差入保証金 ※3 16,833 ※3 16,046

投資不動産 ※3 6,108 ※3 5,184

減価償却累計額 △1,596 △1,497

投資不動産（純額） 4,512 3,687

繰延税金資産 2,465 887

その他 ※1 755 ※1 1,044

貸倒引当金 △302 △349

投資その他の資産合計 31,320 27,381

固定資産合計 75,198 70,730

資産合計 105,202 97,088
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年２月28日)

当連結会計年度
(平成23年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,818 4,373

短期借入金 ※3 4,595 ※3 17,819

1年内返済予定の長期借入金 3,341 －

リース債務 413 795

未払法人税等 1,282 948

賞与引当金 1,318 1,470

役員賞与引当金 72 64

株主優待引当金 120 169

店舗閉鎖損失引当金 464 175

その他 ※3 8,870 ※3 8,755

流動負債合計 26,298 34,573

固定負債

社債 300 －

長期借入金 ※3 11,273 ※3 10,389

退職給付引当金 1,902 1,772

リース債務 1,303 1,552

繰延税金負債 28 27

その他 ※3 2,898 ※3 2,603

固定負債合計 17,705 16,345

負債合計 44,004 50,918

純資産の部

株主資本

資本金 10,265 10,265

資本剰余金 11,153 11,153

利益剰余金 43,659 42,780

自己株式 △5,946 △20,015

株主資本合計 59,132 44,183

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △12 △4

為替換算調整勘定 △1,592 △1,815

評価・換算差額等合計 △1,605 △1,820

少数株主持分 3,670 3,806

純資産合計 61,197 46,169

負債純資産合計 105,202 97,088
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(2)【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

売上高 179,602 171,314

売上原価 ※1 67,469 ※1 60,171

売上総利益 112,132 111,143

販売費及び一般管理費 ※2 113,028 ※2 106,027

営業利益又は営業損失（△） △895 5,116

営業外収益

受取利息 67 52

受取配当金 116 143

賃貸収入 496 477

物流収入 30 26

受取手数料 167 177

持分法による投資利益 40 13

営業補償金 159 36

雑収入 328 384

営業外収益合計 1,406 1,311

営業外費用

支払利息 347 429

投資有価証券運用損 40 －

賃貸費用 358 327

雑損失 241 160

営業外費用合計 988 917

経常利益又は経常損失（△） △476 5,509

特別利益

固定資産売却益 ※3 105 ※3 19

投資有価証券売却益 17 －

貸倒引当金戻入額 8 40

評定済資産戻入益 261 129

退職給付引当金戻入額 14 －

店舗閉鎖損失引当金戻入額 － 187

契約解約益 25 22

受取和解金 71 －

過年度損益修正益 ※4 40 －

特別利益合計 544 399
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
 至 平成23年２月28日)

特別損失

固定資産除却損 ※5 776 ※5 741

固定資産売却損 ※6 7 －

減損損失 ※7 8,641 ※7 1,352

契約解約損 254 110

事業撤退損 ※8 49 －

貸倒引当金繰入額 － 85

会員権評価損 3 －

出資金評価損 7 －

訴訟費用 ※9 3 －

店舗閉鎖損失引当金繰入額 464 175

たな卸資産廃棄損 32 －

割増退職金 93 256

過年度損益修正損 ※10 37 －

特別損失合計 10,371 2,722

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失
（△）

△10,304 3,187

法人税、住民税及び事業税 1,685 1,075

法人税等調整額 △1,362 1,548

法人税等合計 323 2,624

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1,686 180

当期純利益又は当期純損失（△） △8,941 382
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(3)【連結株主資本等変動計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 10,265 10,265

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,265 10,265

資本剰余金

前期末残高 11,153 11,153

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,153 11,153

利益剰余金

前期末残高 53,959 43,659

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 13 －

当期変動額

剰余金の配当 △1,262 △1,262

当期純利益 △8,941 382

連結範囲の変動 △108 －

当期変動額合計 △10,312 △879

当期末残高 43,659 42,780

自己株式

前期末残高 △5,946 △5,946

当期変動額

自己株式の取得 － △14,069

当期変動額合計 － △14,069

当期末残高 △5,946 △20,015

株主資本合計

前期末残高 69,432 59,132

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 13 －

当期変動額

剰余金の配当 △1,262 △1,262

当期純利益又は当期純損失（△） △8,941 382

自己株式の取得 － △14,069

連結範囲の変動 △108 －

当期変動額合計 △10,312 △14,949

当期末残高 59,132 44,183
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △10 △12

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2 8

当期変動額合計 △2 8

当期末残高 △12 △4

為替換算調整勘定

前期末残高 △1,595 △1,592

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

2 △223

当期変動額合計 2 △223

当期末残高 △1,592 △1,815

評価・換算差額等合計

前期末残高 △1,605 △1,605

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

0 △214

当期変動額合計 0 △214

当期末残高 △1,605 △1,820

少数株主持分

前期末残高 4,851 3,670

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,181 136

当期変動額合計 △1,181 136

当期末残高 3,670 3,806

純資産合計

前期末残高 72,678 61,197

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 13 －

当期変動額

剰余金の配当 △1,262 △1,262

当期純利益 △8,941 382

自己株式の取得 － △14,069

連結範囲の変動 △108 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,181 △78

当期変動額合計 △11,493 △15,027

当期末残高 61,197 46,169
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 △10,304 3,187

減価償却費 6,179 6,066

のれん償却額 1,041 64

貸倒引当金の増減額（△は減少） △263 34

賞与引当金の増減額（△は減少） △36 157

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △14 △7

株主優待引当金の増減額（△は減少） 120 55

退職給付引当金の増減額（△は減少） △140 △120

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △235 －

受取利息及び受取配当金 △184 △195

支払利息 347 429

持分法による投資損益（△は益） △40 △13

投資有価証券売却損益（△は益） △17 －

投資有価証券運用損益（△は益） 40 －

店舗閉鎖損失引当金戻入額 － △187

出資金評価損 7 －

会員権評価損 3 －

固定資産除売却損益（△は益） 679 725

減損損失 8,641 1,352

店舗閉鎖損失引当金繰入額 464 175

事業撤退損失 49 －

売上債権の増減額（△は増加） 487 224

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,867 4,317

仕入債務の増減額（△は減少） △497 △1,407

未収入金の増減額（△は増加） 433 －

その他の資産・負債の増減額 396 227

小計 3,292 15,086

利息及び配当金の受取額 185 173

利息の支払額 △350 △423

法人税等の支払額 △3,034 △1,440

法人税等の還付額 － 402

営業活動によるキャッシュ・フロー 92 13,798
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
 至 平成23年２月28日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △596 △178

定期預金の払戻による収入 244 506

有形固定資産の取得による支出 △8,301 △5,037

有形固定資産の売却による収入 409 62

無形固定資産の取得による支出 △798 △452

固定資産撤去に伴う支出 △275 △781

投資有価証券の取得による支出 △6 △37

投資有価証券の売却による収入 － 49

投資事業組合分配金による収入 2 －

差入保証金の差入による支出 △1,059 △871

差入保証金の回収による収入 715 1,527

貸付けによる支出 △240 △99

貸付金の回収による収入 334 240

投資不動産の取得による支出 － △14

投資不動産の売却による収入 4 124

連結範囲の変更を伴う関係会社株式の売却によ
る支出

※2 △42 －

関係会社出資金の払込による支出 △18 △173

出資金の売却による収入 494 －

事業譲渡による収入 － 439

その他 5 111

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,127 △4,585

財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △963 △1,051

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,563 9,056

長期借入れによる収入 6,500 3,609

長期借入金の返済による支出 △4,436 △3,540

社債の償還による支出 △16 △16

自己株式の取得による支出 － △14,083

配当金の支払額 △1,259 △1,260

子会社の自己株式の取得による支出 △3 －

少数株主への配当金の支払額 － △40

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,383 △7,327

現金及び現金同等物に係る換算差額 6 △28

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,645 1,857

現金及び現金同等物の期首残高 19,774 13,527

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額
（△は減少）

399 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 13,527 ※1 15,384
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該当事項はありません。 

(5)【継続企業の前提に関する注記】
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(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数   23社

  連結子会社名

   ㈱吉野家

   ヨシノヤアメリカ・インク

   ヨシノヤニューヨーク・インク

   台湾吉野家(股)

   上海吉野家快餐有限公司

   福建吉野家快餐有限公司

   ㈱沖縄吉野家

   ㈱九州吉野家

   ㈱四国吉野家

   ㈱中日本吉野家

   ㈱吉野家インターナショナル

   ㈱京樽

   ㈱ピーターパンコモコ

   ㈱千吉

   ㈱はなまる

   ㈱アール・ワン

   ㈱どん

   ㈱石焼ビビンパ

   ㈱ＭＲサービス

   ㈱コンスタンツ

   ㈱三幸舎ランドリーセンター

   ㈱関山

   ㈱新杵

   なお、上海吉野家快餐有限公

司、福建吉野家快餐有限公司、

㈱石焼ビビンパ、㈱三幸舎ラン

ドリーセンターは重要性が増し

たため、当連結会計年度より連

結の範囲に含めることといたし

ました。

   ㈱上海エクスプレスは、平成21

年３月31日において所有する株

式全てを売却したため、連結の

範囲から除外しております。 

㈱中日本吉野家は、平成21年８

月４日の新規設立（所有割合

100％）に伴い、当連結会計年

度より連結の範囲に含めること

といたしました。

(1) 連結子会社の数   21社

  主な連結子会社名

   ㈱吉野家

   ヨシノヤアメリカ・インク

   ㈱吉野家インターナショナル

   ㈱京樽

   ㈱どん

   ㈱はなまる

     なお、㈱北日本吉野家は平成 

   22年３月１日に㈱吉野家からの 

   新設分割に伴い、当連結会計年 

   度より連結の範囲に含めること 

   といたしました。また、清算結 

   了等により、３社を連結子会社 

   から除外しております。
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

(2) 主要な非連結子会社名

   中央総合保険サービス㈱

   (連結の範囲から除いた理由)

   非連結子会社の合計の総資産、

売上高、当期純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため、連結の範囲から

除外しております。

(2) 主要な非連結子会社名

  吉野家餐飲管理（上海）有限公司

同左

２ 持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用の関連会社の数 ２社

  持分法適用会社名

   ㈱北海道吉野家

   ㈱牛繁ドリームシステム

(1) 持分法適用の関連会社の数 ２社

  主要な持分法適用会社名

   ㈱牛繁ドリームシステム

   

(2) 持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社のうち主要な会

社等の名称

   中央総合保険サービス㈱ 

  深圳吉野家快餐有限公司

   (持分法を適用しない理由)

   持分法非適用会社は、当期純損

益(持分に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等からみ

て、持分法の対象から除いても

連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても

重要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。

(2) 持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社のうち主要な会

社等の名称

   深圳吉野家快餐有限公司

 

同左

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が

連結決算日と異なる会社について

は、各社の事業年度に係る財務諸

表を使用しております。

(3)      同左

３ 連結子会社の事業年度に

関する事項

連結子会社である㈱京樽、㈱はなま

る、㈱関山、㈱新杵、在外連結子会社

の決算日は12月31日であります。連結

財務諸表の作成に当っては、同日現在

の財務諸表を使用しております。 

なお、連結決算日との間に重要な取引

が生じた場合には、連結上必要な調整

を行っております。

連結子会社である㈱京樽、㈱はなま

る、㈱関山、在外連結子会社の決算日

は12月31日であります。連結財務諸表

の作成に当っては、同日現在の財務諸

表を使用しております。 

なお、連結決算日との間に重要な取引

が生じた場合には、連結上必要な調整

を行っております。
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

     決算日の市場価格等に基づ

く時価法

     (評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

同左

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

     なお、投資事業有限責任組

合及びこれに類する組合へ

の出資(金融商品取引法第

２条第２項により有価証券

とみなされるもの)につい

ては、組合契約に規定され

る決算報告日に応じて入手

可能な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額で

取り込む方法によっており

ます。

    時価のないもの

同左

 ② たな卸資産

商品・製品・原材料・仕掛品に
ついては主として総平均法によ
る原価法（貸借対照表計上額に
ついては収益性の低下に基づく
簿価切り下げの方法）、貯蔵品
については主として最終仕入原
価法（貸借対照表計上額につい
ては収益性の低下に基づく簿価
切り下げの方法）により算定し
ております。  
なお、在外連結子会社は、移動
平均法による原価法（貸借対照
表計上額については収益性の低
下に基づく簿価切り下げの方
法）により算定しております。 
 (会計方針の変更) 
国内連結子会社の通常の販売目
的で保有するたな卸資産につい
ては、従来、主として市場性の
ある肉については低価法、それ
以外については原価法を採用し
ておりましたが、当連結会計年
度より「棚卸資産の評価に関す
る会計基準」（企業会計基準第
９号 平成18年７月５日公表
分）が適用されたことに伴い、
主として原価法（貸借対照表価
額については収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）により
算定しております。 
これによる、営業損失、経常損
失、税金等調整前当期純損失及
びセグメント情報に与える影響
は軽微であります。

 ② たな卸資産

        同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産（リース資産を除

く）及び投資不動産

   定率法

   但し、平成10年４月１日以降取

得の建物については定額法を採

用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産（リース資産を除

く）及び投資不動産

同左

   主な耐用年数

建物及び構築物 ８年～50年

機械装置
及び運搬具

５年～13年

工具、器具
及び備品

５年～９年

 ② 無形固定資産（リース資産を除

く）

   定額法

   但し、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

   なお、在外連結子会社は定額法

によっております。

 ② 無形固定資産（リース資産を除

く）

同左

 ③ リース資産

     所有権移転外ファイナンス・リ
ース取引に係るリース資産の減
価償却の方法については、リー
ス期間を耐用年数とし、残存価
額を零又は残価補償額とする定
額法を採用しております。 
なお、リース物件の所有権が借
主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取
引のうちリース取引開始日が平
成21年２月28日以前のリース取
引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

 ③ リース資産

              同左
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項目

前連結会計年度 

     (自 平成21年３月１日 

     至 平成22年２月28日)

当連結会計年度 

     (自 平成22年３月１日 

     至 平成23年２月28日)

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収の可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

同左

 ② 賞与引当金

   当社及び国内連結子会社の執行

役員及び従業員の賞与支給に備

えるため、賞与支給見込額のう

ち当連結会計年度に負担すべき

額を計上しております。

 ② 賞与引当金

同左

 ③ 役員賞与引当金

   役員に対する賞与支給に備える

ため、当連結会計年度に負担す

べき支給見込額を計上しており

ます。

 ③ 役員賞与引当金

同左

 ④ 株主優待引当金

    将来の株主優待券の利用による
費用の発生に備えるため、株主
優待券の利用実績に基づき、当
連結会計年度末における株主優
待券利用見込額を計上しており
ます。 
（追加情報） 
株主優待券の利用による費用
は、従来、株主優待券の利用時
において販売費及び一般管理費
に計上しておりましたが、金額
の重要性が増したこと及び利用
実績率の把握が可能になったこ
とから、株主優待券の利用実績
に基づく当連結会計年度末にお
ける株主優待券の利用見込額を
株主優待引当金として計上する
こととなりました。この変更に
伴い、従来の方法によった場合
と比較して、営業損失、経常損
失及び税金等調整前当期純損失
はそれぞれ120百万円増加して
おります。

 ④ 株主優待引当金

           同左
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項目

前連結会計年度 

     (自 平成21年３月１日 

     至 平成22年２月28日)

当連結会計年度 

     (自 平成22年３月１日 

     至 平成23年２月28日)

 ⑤ 店舗閉鎖損失引当金

      店舗閉鎖等に伴い発生する店舗
解体費用等の損失に備え、損失
見込額を店舗閉鎖損失引当金と
して計上しております。 
(追加情報） 
当連結会計年度において、店舗
等の撤退及び閉鎖の意志決定は
行われているものの、実際に閉
鎖には至っていない店舗等が発
生したため、当該店舗閉鎖等に
伴い発生する店舗解体費用等の
損失に備え、損失見込額を店舗
閉鎖損失引当金として計上して
おります。 
これにより、当連結会計年度に
特別損失として店舗閉鎖損失引
当金繰入額を464百万円計上
し、税金等調整前当期純損失は
同額増加しております。

 ⑤ 店舗閉鎖損失引当金

              同左

 ⑥ 退職給付引当金

   一部の連結子会社の従業員に対

する退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。数理

計算上の差異は、その発生時の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(５～７年)による定額法に

より発生時の翌連結会計年度よ

り費用処理しております。

   なお、国内連結子会社の会計基

準変更時差異については15年に

よる按分額を費用処理しており

ます。

     （追加情報）
当連結会計年度より、㈱はなま
るは退職給付債務の計上方法を
「退職給付に係る会計基準の設
定に関する意見書」(企業会計
審議会 平成10年6月16日)に定
められた簡便法より原則法へ変
更しております。 
この変更は、従業員の増加によ
り、退職給付債務の金額に重要
性が生じたため、その算定の精
度を高め、退職給付費用の期間
損益計算をより適正化するため
に行ったものであります。 
この変更に伴い、当連結会計年
度末における退職給付債務につ
いて計算した簡便法と原則法の
差額を特別利益に計上しており
ます。 
この結果、従来の方法によった
場合と比較して、税金等調整前
当期純損失は14百万円減少して
おります。

 ⑥ 退職給付引当金

               同左
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項目

前連結会計年度 

     (自 平成21年３月１日 

     至 平成22年２月28日)

当連結会計年度 

     (自 平成22年３月１日 

     至 平成23年２月28日)

 ⑦ 役員退職慰労引当金
   ㈱京樽は、平成21年３月25日開

催の定時株主総会において、平
成21年３月31日をもって役員退
職慰労金制度の廃止に伴う役員
退職慰労金の打ち切り支給議案
が承認可決されております。 
㈱どんは、平成21年５月27日開
催の定時株主総会において、定
時株主総会終結の時をもって役
員退職慰労金制度の廃止に伴う
役員退職慰労金の打ち切り支給
議案が承認可決されておりま
す。 
これにより役員退職慰労引当金
を全額取崩し、打ち切り支給の
未払分（㈱京樽94百万円、㈱ど
ん56百万円）については、固定
負債の「その他」に含めて表示
しております。

    ―――――――――

     

(4) 重要な外貨建の資産及び負債の本
邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、連結決算
日の直物為替相場により円貨に換
算し、換算差額は損益として処理
しております。 

  なお、在外子会社等の資産及び負
債は、子会社決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、収益及び
費用は期中平均相場により円貨に
換算し、換算差額は純資産の部に
おける為替換算調整勘定に含めて
計上しております。

(4) 重要な外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準

同左

(5) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法
   金利スワップ取引については、

特例処理要件を満たしておりま
すので特例処理を採用しており
ます。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段：金利スワップ

   ヘッジ対象：借入金変動金利

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③ ヘッジ方針
   金利変動によるリスクを回避す

るため、金利スワップを行って
おります。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジの有効性の評価方法
   金利スワップ取引については、

特例処理要件を満たしておりま
すので、有効性の判定を省略し
ております。

 ④ ヘッジの有効性の評価方法

同左

(6) 消費税等の会計処理方法
  消費税等の会計処理方法は税抜方

式によっております。

(6) 消費税等の会計処理方法

同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は全面時価評価法によっております。
同左

６ のれんの償却に関する事

項

のれんの償却については、５年間で償

却しております。
同左

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

同左
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(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

 (1)リース取引に関する会計基準の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、当連結会計年度より、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。これにより、当連結会計

年度の営業損失は13百万円減少し、経常損失、税金等調

整前当期純損失はそれぞれ6百万円、48百万円増加して

おります。なお、リース取引開始日が平成21年2月28日

以前の不動産リース取引について同会計基準により見直

しを行なった結果、所有権移転外ファイナンス・リース

取引として判定されたリース資産の一部について減損損

失を計上しております。これにより税金等調整前当期純

損失は524百万円増加しております。 

  (2)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」の適用 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在

外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号 平成18年５月17日）を適用しております。

これにより、当連結会計年度の期首連結利益剰余金が13

百万円増加しております。

        ―――――――――    

     

【会計方針の変更】

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

(連結貸借対照表） 

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内

閣府令第50号）が適用になることに伴い、前連結会計年

度において「たな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」はそ

れぞれ2,077百万円、64百万円、2,455百万円でありま

す。

        ―――――――――
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

(連結貸借対照表） 

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内

閣府令第50号）が適用になることに伴い、前連結会計年

度において「たな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」はそ

れぞれ2,077百万円、64百万円、2,455百万円でありま

す。

(連結貸借対照表）

 前連結会計年度は区分掲記しておりました「１年以内

返済予定長期借入金」（当連結会計年度4,292百万円）

は、表示科目の見直しにより、短期借入金に含めて表示

することといたしました。

【追加情報】

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

        ――――――――― （連結納税制度の適用）

当連結会計年度から連結納税制度を適用しておりま

す。

（株式交換）

当社は平成23年2月25日開催の取締役会において、

当社を完全親会社、㈱京樽を完全子会社とする株式交

換（以下「本株式交換」という）を行うことを決議

し、株式交換契約を締結いたしました。

本株式交換は、完全親会社となる当社において、会社

法第796条第3項の規定に基づき、株主総会の承認を得

ない簡易株式交換の手続を実施し、完全子会社となる

㈱京樽においては、平成23年3月29日実施の定時株主

総会の承認を受けており、株式交換の効力発生日は平

成23年7月1日となっております。

なお本株式交換の効力発生日（平成23年7月1日）に先

立ち、㈱京樽の普通株式は、㈱大阪証券取引所JASDAQ

市場において、平成23年6月28日付で上場廃止（最終

売買日は平成23年6月27日）となる予定です。
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(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成22年２月28日)

当連結会計年度 
(平成23年２月28日)

 

※１ 非連結子会社及び関連会社に係るもの

   科目に含まれている非連結子会社及び関連会社に

対するものは次のとおりであります。

投資有価証券 367百万円

投資その他の資産その他(出資金) 105百万円

※１ 非連結子会社及び関連会社に係るもの

   科目に含まれている非連結子会社及び関連会社に

対するものは次のとおりであります。

投資有価証券 381百万円

投資その他の資産その他(出資金) 279百万円

 

 ２ 偶発債務

   次のとおり債務の保証をしております。

被保証先 保証内容 金額(百万円)

ＦＣ加盟者(１社) 金融機関借入 5

ＦＣ加盟者(５社)    〃
175

(1,901千USドル）

ＦＣ加盟者(28社) 仕入債務 3

計 ― 183

 ２ 偶発債務

   次のとおり債務の保証をしております。

被保証先 保証内容 金額(百万円)

㈱吉野家ファーム
神奈川

金融機関借入 105

ＦＣ加盟者(５社)
金融機関借入 
転貸賃料

131
(1,613千USドル）

ＦＣ加盟者(28社) 仕入債務 2

計 ― 238

 

※３ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産の額（簿価）

土地 2,644百万円

建物 1,350

差入保証金 1,131

投資不動産 153

投資有価証券 82

現金及び預金(定期預金) 52

 計 5,415

 
 

※３ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産の額（簿価）

土地 3,023百万円

建物 1,102

差入保証金 1,434

投資不動産 1,325

投資有価証券 90

現金及び預金(定期預金) 92

計 7,069

 

 

   上記に対応する債務

長期借入金 3,697百万円

固定負債その他 
(長期未払金)

998

短期借入金 1,486

流動負債その他 
(未払金)

134

   上記に対応する債務

長期借入金 2,772百万円

固定負債その他
(長期未払金)

847

短期借入金 2,024

流動負債その他
(未払金、預り金他)

365

 

 ４ ヨシノヤアメリカ・インク、㈱京樽においては、

運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と貸

出コミットメント契約を締結しております。この

契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

借入コミットメントの総額 2,412百万円

借入実行残高 1,431

 差引額 981
 

 ４ 当社及び連結子会社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行11行と当座貸越契約

及び貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。

借入コミットメントの総額 21,872百万円

借入実行残高 13,720

差引額 8,152
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

 

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下げ額

売上原価 636百万円
 

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下げ額

売上原価 166百万円

 

※２ 主要な費用及び金額は、次のとおりであります。

広告宣伝費 3,999百万円

役員報酬 714

役員賞与引当金繰入額 72

給料手当 16,213

賞与引当金繰入額 1,290

退職給付費用 896

役員退職慰労引当金繰入額 9

パート費 31,462

地代家賃 18,447

水道光熱費 6,882

減価償却費 5,823

のれん償却額 1,041

株主優待引当金繰入額 120
 

※２ 主要な費用及び金額は、次のとおりであります。

広告宣伝費 3,099百万円

役員報酬 627

役員賞与引当金繰入額 59

給料手当 15,501

賞与引当金繰入額 1,388

退職給付費用 915

パート費 29,855

地代家賃 17,813

水道光熱費 6,694

減価償却費 5,794

のれん償却額 64

株主優待引当金繰入額 49

 

※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 70百万円

工具、器具及び備品 31

その他 3

      計 105

※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 4百万円

工具、器具及び備品 3

土地 4

投資不動産 6

     計 19

※４ 過年度に計上した除却予定見積金額の戻入による

ものであります。

        ―――――――――

 

※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 384百万円

機械装置及び運搬具 2

工具、器具及び備品 68

撤去費用他 320

      計 776

※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 243百万円

機械装置及び運搬具 9

工具、器具及び備品 65

撤去費用他 423

     計 741

 

※６ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 5百万円

機械装置及び運搬具 1

工具、器具及び備品 1

      計 7

        ―――――――――
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前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

 

※７ 減損損失の内訳は、次のとおりであります。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

当社 ― のれん 2,678

㈱吉野家 
(東京都渋谷区他)

店舗 建物等 2,113

㈱京樽 
(東京都千代田区他)

店舗 建物等 522

本社
建物等 99

土地等 81

工場 土地等 1,339

共用資産投資不動産 184

㈱どん 
(神奈川県川崎市他)

店舗 建物等 1,127

本社 建物等 58

工場 建物等 32

㈱新杵 
(東京都練馬区他)

店舗 建物等 2

本社
無形固定資

産
1

工場 リース資産 0

㈱関山 
(東京都港区他)

店舗 リース資産 0

㈱ピーターパンコモコ 
(千葉県いすみ市他)

店舗 建物等 101

㈱アール・ワン 
(大阪府大阪市他)

店舗
工具、器具
及び備品等

2

本社 建物等 1

㈱千吉 
(東京都江東区他)

店舗 建物等 104

本社
工具、器具
及び備品等

3

㈱はなまる 
(東京都台東区他)

店舗 建物等 156

㈱沖縄吉野家 
(沖縄県南風原町)

店舗 建物等 8

上海吉野家快餐有限公
司 
(中国上海市)

店舗 建物等 7

台湾吉野家(股) 
(台湾高雄市)

店舗 建物等 11

計 8,641

当社及び連結子会社は、キャッシュ・フローを生み出
す最小単位に基づき、主に店舗を基本単位としてグル
ーピングを行っております。営業損失が継続している
店舗及び、帳簿価額に対し時価が著しく下落している
店舗等の帳簿価額を回収可能額まで減額しておりま
す。
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額
と使用価値を比較して、主として使用価値により測定
しております。正味売却価額は、主に不動産鑑定基準
に基づく鑑定評価額などに合理的な8調整を行って算
出した金額を使用しております。使用価値の算出にあ
たっては、将来キャッシュ・フローを3.13％～5.50％
で割引いて算出しております。 
また、当社におけるのれんは、連結子会社である㈱ど
んの株式市場価額の下落により、企業価値を再評価し
た結果、株式買取時に予定していた超過収益力が見込
めなくなったため、減損損失として計上したものであ
ります。

※８ ㈱アール・ワンにおけるラーメン事業撤退に関す 
る費用であります。

※９ ヨシノヤアメリカ・インクにおける賃借店舗に関
する係争費用であります。

※10 過年度の連結会社間におけるセールアンドリース
バック取引の未実現利益調整によるものでありま
す。

 

※７ 減損損失の内訳は、次のとおりであります。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

当社 ― のれん 302

(東京都新宿区) 本社 建物等 24

㈱吉野家
(新潟県三条市他)

店舗 建物等 153

本社 建物等 36

㈱京樽
(群馬県伊勢崎市他)

店舗 建物等 144

㈱どん
(石川県金沢市他)

店舗 建物等 389

本社 建物等 48

㈱関山
(東京都港区他)

店舗
工具、器具
及び備品等

0

㈱ピーターパンコモコ
(茨城県久慈郡他)

店舗 建物等 13

㈱はなまる
(埼玉県上尾市他)

店舗 建物等 158

㈱MRサービス
(東京都豊島区)

本社 建物等 4

ヨシノヤアメリカ・イ
ンク 
(米国カリフォルニア
州)

店舗 建物等 76

計 1,352

当社及び連結子会社は、キャッシュ・フローを生み出
す最小単位に基づき、主に店舗を基本単位としてグルー
ピングを行っております。営業損失が継続している店舗
及び、帳簿価額に対し時価が著しく下落している店舗等
の帳簿価額を回収可能額まで減額しております。
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額と
使用価値を比較して、主として使用価値により測定して
おります。正味売却価額は、主に不動産鑑定基準に基づ
く鑑定評価額などに合理的な調整を行って算出した金額
を使用しております。使用価値の算出にあたっては、将
来キャッシュ・フローを2.81％～5.90％で割引いて算出
しております。 
また、当社におけるのれんは、連結子会社である㈱どん
の純資産の下落により、企業価値を再評価した結果、株
式買取時に予定していた超過収益力が見込めなくなった
ため、減損損失として計上したものであります。

  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 

―――――――――

―――――――――

―――――――――
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前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
  

  
２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

   
(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
  

当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
 （注）普通株式の自己株式数の増加132,858株は、取締役会決議による自己株式取得による増加であります。 

  
２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

   
(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度末
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度 
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式 

 普通株式 662,405 ― ― 662,405

合計 662,405 ― ― 662,405

自己株式

 普通株式 31,046 ― ― 31,046

合計 31,046 ― ― 31,046

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月28日 
定時株主総会

普通株式 631 1,000 平成21年２月28日 平成21年５月29日

平成21年10月８日 
取締役会

普通株式 631 1,000 平成21年８月31日 平成21年11月10日

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年５月27日 
定時株主総会

普通株式 631 利益剰余金 1,000 平成22年２月28日 平成22年５月28日

前連結会計年度末
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度 
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式 

 普通株式 662,405 ― ― 662,405

合計 662,405 ― ― 662,405

自己株式

 普通株式 31,046 132,858 ― 163,904

合計 31,046 132,858 ― 163,904

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月27日 
定時株主総会

普通株式 631 1,000 平成22年２月28日 平成22年５月28日

平成22年10月７日 
取締役会

普通株式 631 1,000 平成22年８月31日 平成22年11月10日

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年５月26日 
定時株主総会

普通株式 498 利益剰余金 1,000 平成23年２月28日 平成23年５月27日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 14,087百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金等

△559

現金及び現金同等物 13,527

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 15,576百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金等

△191

現金及び現金同等物 15,384

 

※２ 株式の売却により子会社でなくなった会社の資産

及び負債の主な内訳

株式の売却により㈱上海エクスプレスが連結子会

社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債

の内訳並びに㈱上海エクスプレスの売却価格と売

却による支出（純額）は次のとおりであります。

(百万円)

流動資産 79

固定資産 30

流動負債 △122

固定負債 △4

株式売却益 17

㈱上海エクスプレス株式の売却
価額

0

㈱上海エクスプレス株式の現金
及び現金同等物

△42

差引：㈱上海エクスプレス 
    売却による支出

△42

        ――――――――――

 ３ 重要な非資金取引の内容

   当連結会計年度に新たに計上したファイナンスリ

ース取引に係る資産及び負債の額は、2,538百万

円であります。

３ 重要な非資金取引の内容
  当連結会計年度に新たに計上したファイナンス

   リース取引に係る資産及び負債の額は、1,945百 
   万円であります。
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前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日) 

 
(注) １ 事業区分の方法 

事業区分は、事業組織別及び販売商品等を勘案し、区分しております。 

２ 各事業区分に属する主要な商品等の名称 

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,217百万円）の主なものは、当社にお

いて発生するグループ管理費用に係る営業経費であります。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金、長期投資資金及

び投資不動産等であります。 
当連結会計年度   6,997百万円 

５ 会計方針の変更 
（たな卸資産の評価に関する会計基準） 
「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(1)に記載のとおり、当連結会計期間より、「棚
卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分)を適用しております。こ
の変更による損益への影響は軽微であります。 
（リース取引に関する会計基準） 
「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」(1)に記載のとおり、当連結会計年度より、
「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、
平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号
（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しており
ます。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度における資産が牛丼関連事業、
寿司関連事業、ステーキ関連事業で1,978百万円、167百万円、288百万円それぞれ増加しております。 

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

牛丼 
関連事業 
(百万円)

寿司 
関連事業 
(百万円)

ステーキ
関連事業
(百万円)

うどん
関連事業
(百万円)

スナック
関連事業
(百万円)

その他
飲食事業
(百万円)

その他の 
事業 

(百万円)

計 
(百万円)

消去又は
全社 

(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び 
  営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対す
る売上高

102,100 26,309 24,923 14,565 7,838 2,670 1,194 179,602 ─ 179,602

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

49 8 ─ ─ 24 ─ 3,736 3,819 (3,819) ─

計 102,150 26,318 24,923 14,565 7,863 2,670 4,931 183,422 (3,819) 179,602

営業費用 99,710 26,754 26,555 13,691 7,912 3,395 4,786 182,806 (2,308) 180,497

営業利益又は 
営業損失(△)

2,440 △435 △1,632 873 △48 △725 144 615 (1,510) △895

Ⅱ 資 産、減 価 償 却
費、固定資産減損
損失及び資本的支
出

資産 60,630 12,450 13,425 6,274 2,553 881 1,735 97,951 7,250 105,202

減価償却費 3,849 580 786 515 168 186 45 6,133 46 6,179

減損損失 1,714 2,226 3,896 264 106 432 ─ 8,641 ─ 8,641

資本的支出 7,770 804 1,024 884 169 471 194 11,319 0 11,319

事業区分 区分に属する主要な商品等の名称

牛丼関連事業
牛丼、豚丼、朝定食、お新香等及び肉、米、タレ等の食材並びに弁当箱等の
包材及び備品

寿司関連事業 店頭販売における鮨の持ち帰り及び回転寿司

ステーキ関連事業 ステーキ、しゃぶしゃぶの店頭販売

うどん関連事業 さぬきうどん、カレーうどんの店頭販売

スナック関連事業
たい焼、たこ焼、お好み焼き等の商品を主体とした各種和風ファーストフー
ド、和菓子の製造・販売

その他飲食事業 持ち帰り惣菜、石焼ビビンバ、ラーメンの店頭販売

その他の事業 施設設備の工事及び営繕、不動産賃貸、業務用クリーニング
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当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

事業区分は、事業組織別及び販売商品等を勘案し、区分しております。 

２ 各事業区分に属する主要な商品等の名称 

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,323百万円）の主なものは、当社にお

いて発生するグループ管理費用に係る営業経費であります。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金、長期投資資金及

び投資不動産等であります。 

当連結会計年度     8,155百万円 

牛丼 
関連事業 
(百万円)

寿司 
関連事業 
(百万円)

ステーキ
関連事業
(百万円)

うどん
関連事業
(百万円)

スナック
関連事業
(百万円)

その他
飲食事業
(百万円)

その他の 
事業 

(百万円)

計 
(百万円)

消去又は
全社 

(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び 
  営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対す
る売上高

100,208 25,105 22,082 15,391 6,781 1,205 540 171,314 ― 171,314

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

102 6 ― ― 13 ― 1,772 1,895 (1,895) ―

計 100,310 25,112 22,082 15,391 6,794 1,205 2,313 173,209 (1,895) 171,314

営業費用 94,934 24,988 21,395 14,592 7,079 1,484 2,167 166,643 (445) 166,198

営業利益又は 
営業損失(△)

5,376 123 686 798 △284 △279 145 6,565 (1,449) 5,116

Ⅱ 資 産、減 価 償 却
費、固定資産減損
損失及び資本的支
出

資産 54,113 12,585 11,053 7,090 1,953 594 1,903 89,295 7,793 97,088

減価償却費 4,090 367 694 574 121 94 53 5,997 69 6,066

減損損失 266 144 437 158 13 ― 4 1,026 326 1,352

資本的支出 3,356 572 461 1,059 95 28 43 5,618 1,704 7,322

事業区分 区分に属する主要な商品等の名称

牛丼関連事業
牛丼、豚丼、朝定食、お新香等及び肉、米、タレ等の食材並びに弁当箱等の
包材及び備品

寿司関連事業 店頭販売における鮨の持ち帰り及び回転寿司

ステーキ関連事業 ステーキ、しゃぶしゃぶの店頭販売

うどん関連事業 さぬきうどん、カレーうどんの店頭販売

スナック関連事業
たい焼、たこ焼、お好み焼き等の商品を主体とした各種和風ファーストフー
ドの店頭販売

その他飲食事業 持ち帰り惣菜の店頭販売

その他の事業 施設設備の工事及び営繕、不動産賃貸、業務用クリーニング
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前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいず

れも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいず

れも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高
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(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
２ １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

  

  

  

 
  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

１株当たり純資産額     (円) 91,117 84,981

１株当たり当期純利益金額又は１株

当たり当期純損失金額(△)  (円)
△14,162 622

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

       同左

項目
前連結会計年度

(平成22年２月28日)
当連結会計年度

(平成23年２月28日)

純資産の部の合計額(百万円) 61,197 46,169

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 3,670 3,806

 (うち少数株主持分) (3,670) (3,806)

普通株式に係る期末純資産額(百万円) 57,527 42,363

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末普通
株式の数(株)

631,359 498,501

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

１株当たり当期純利益金額 
又は１株当たり当期純損失金額

 当期純利益又は当期純損失(△)(百万円) △8,941 382

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

 普通株式に係る当期純利益又は 
 当期純損失(△)(百万円)

△8,941 382

  普通株式の期中平均株式数(株) 631,359 616,071

(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

        ―――――――――  当社グループは、平成23年3月11日に発生しました東

日本大震災により、東北及び関東地方の工場、物流セン

ター、店舗の一部が被害を受けました。被害の状況は、

一部の棚卸資産の毀損や建物及び機械装置等であります

が重要な影響はありません。
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5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年２月28日)

当事業年度
(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,117 1,921

売掛金 135 124

短期貸付金 670 1,150

1年内回収予定の長期貸付金 469 386

繰延税金資産 283 341

その他 335 783

流動資産合計 4,012 4,707

固定資産

有形固定資産

建物 29 －

減価償却累計額 △4 －

建物（純額） 24 －

工具、器具及び備品 17 14

減価償却累計額 △12 △11

工具、器具及び備品（純額） 5 3

有形固定資産合計 30 3

無形固定資産

商標権 9 7

ソフトウエア 3 11

無形固定資産合計 13 19

投資その他の資産

投資有価証券 296 322

関係会社株式 53,453 46,312

関係会社長期貸付金 6,569 3,100

差入保証金 123 0

投資不動産 3,081 4,797

減価償却累計額 △655 △718

投資不動産（純額） 2,426 4,079

繰延税金資産 1,351 500

その他 37 76

貸倒引当金 △1,634 △2,341

投資損失引当金 － △302

投資その他の資産合計 62,624 51,747

固定資産合計 62,668 51,770

資産合計 66,680 56,478
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年２月28日)

当事業年度
(平成23年２月28日)

負債の部

流動負債

短期借入金 1,427 10,350

1年内返済予定の長期借入金 313 1,440

未払金 226 181

未払法人税等 1 3

賞与引当金 41 44

役員賞与引当金 24 22

株主優待引当金 180 275

その他 66 63

流動負債合計 2,280 12,381

固定負債

長期借入金 4,686 4,499

長期未払金 306 216

長期預り保証金 195 295

固定負債合計 5,188 5,011

負債合計 7,468 17,392

純資産の部

株主資本

資本金 10,265 10,265

資本剰余金

資本準備金 11,139 11,139

その他資本剰余金 13 13

資本剰余金合計 11,153 11,153

利益剰余金

利益準備金 1,740 1,740

その他利益剰余金

別途積立金 44,500 40,500

繰越利益剰余金 △2,508 △4,564

利益剰余金合計 43,731 37,675

自己株式 △5,946 △20,015

株主資本合計 59,204 39,079

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 6 6

評価・換算差額等合計 6 6

純資産合計 59,211 39,085

負債純資産合計 66,680 56,478
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(2)【損益計算書】

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

営業収益

ロイヤリティー収入 1,285 1,271

配当金収入 1,506 65

営業収益合計 2,791 1,336

営業費用

一般管理費 2,036 1,965

営業費用合計 2,036 1,965

営業利益 755 △628

営業外収益

受取利息 49 110

受取配当金 0 1

賃貸収入 155 244

雑収入 9 6

営業外収益合計 214 363

営業外費用

投資有価証券運用損 40 3

借入金利息 21 108

賃貸費用 69 156

為替差損 3 1

デット・エクイティ・スワップ損失 17 －

雑損失 1 40

営業外費用合計 154 310

経常利益 815 △575

特別利益

固定資産売却益 0 －

関係会社清算益 － 7

特別利益合計 0 7

特別損失

固定資産除却損 0 9

減損損失 － 24

関係会社株式評価損 3,002 2,641

会員権評価損 0 －

貸倒損失 541 －

貸倒引当金繰入額 1,305 1,141

投資損失引当金繰入額 － 302

特別損失合計 4,849 4,118

税引前当期純損失（△） △4,033 △4,686

法人税、住民税及び事業税 1 △686

法人税等調整額 △681 793

法人税等合計 △680 106

当期純損失（△） △3,352 △4,793
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(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 10,265 10,265

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,265 10,265

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 11,139 11,139

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,139 11,139

その他資本剰余金

前期末残高 13 13

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 13 13

資本剰余金合計

前期末残高 11,153 11,153

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,153 11,153

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,740 1,740

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,740 1,740

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 46,500 44,500

当期変動額

別途積立金の取崩 △2,000 △4,000

当期変動額合計 △2,000 △4,000

当期末残高 44,500 40,500

繰越利益剰余金

前期末残高 107 △2,508

当期変動額

剰余金の配当 △1,262 △1,262

別途積立金の取崩 2,000 4,000

当期純利益 △3,352 △4,793

当期変動額合計 △2,615 △2,055

当期末残高 △2,508 △4,564
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

利益剰余金合計

前期末残高 48,347 43,731

当期変動額

剰余金の配当 △1,262 △1,262

別途積立金の取崩 － －

当期純利益 △3,352 △4,793

当期変動額合計 △4,615 △6,055

当期末残高 43,731 37,675

自己株式

前期末残高 △5,946 △5,946

当期変動額

自己株式の取得 － △14,069

当期変動額合計 － △14,069

当期末残高 △5,946 △20,015

株主資本合計

前期末残高 63,820 59,204

当期変動額

剰余金の配当 △1,262 △1,262

当期純利益 △3,352 △4,793

自己株式の取得 － △14,069

当期変動額合計 △4,615 △20,125

当期末残高 59,204 39,079

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △1 6

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8 △0

当期変動額合計 8 △0

当期末残高 6 6

評価・換算差額等合計

前期末残高 △1 6

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8 △0

当期変動額合計 8 △0

当期末残高 6 6

純資産合計

前期末残高 63,818 59,211

当期変動額

剰余金の配当 △1,262 △1,262

当期純利益 △3,352 △4,793

自己株式の取得 － △14,069

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8 △0

当期変動額合計 △4,607 △20,126

当期末残高 59,211 39,085
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該当事項はありません。 

  

  

（１）新任取締役候補（平成23年５月26日株主総会後就任予定） 

    取 締 役 鈴木康彦（現 当社執行役員  ㈱MRサービス代表取締役社長）  

    社外取締役 内倉栄三（現 ㈱ＹＵＭＥキャピタル代表取締役）  

  

（２）新任監査役候補（平成23年５月26日株主総会後就任予定） 

    社外監査役 大橋 修（現 公認会計士・税理士 
     （非 常 勤）             税理士法人レクス会計事務所代表社員） 
  

  

（３）退任予定取締役（平成23年５月26日付） 

   取 締 役 千葉尚登 

  

（４）退任予定監査役（平成23年５月26日付） 

    社外監査役 松本耕一 
         （非 常 勤）  

(4)【継続企業の前提に関する注記】

6. その他

 役員の異動
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